
                                   資料５ 

                          H29.3.23 集団指導 

                           資料（日中活動系） 

〈 平成 29年度 制度改正の概要 〉 

                     
 

1 

 

（障害保健福祉関係主管課長会議（H29.3.8）の内容を基に作成しています。） 

    

１ 改正障害者総合支援法の施行について 

平成 30年 4月 1日に改正障害者総合支援法が施行されます。 

  改正に合わせて，障害福祉サービスに二つのサービスが追加されることとなります。 

【自立生活援助】 

○ 施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象として，定期的な巡回訪問

や随時の対応により，円滑な地域生活に向けた相談・助言等を行うサービス。 

【就労定着支援】 

○ 就業に伴う生活面の課題に対応できるよう，事業所・家族との連絡調整等の支援を 

行うサービス。 

 

２ サービス管理責任者の実務経験の要件について 

平成 29年度より，サービス管理責任者の実務経験要件の改正等において，社会福祉士 

等の国家資格を有する者について，相談支援又は直接支援に関する実務経験が３年以上 

であることに加え，サービス管理責任者の資格要件に係る実務経験を緩和するため，「資 

格に係る業務に従事した期間」が「５年以上」であることという要件を「３年以上」に 

改めることとなりました。 

    更に，サービス管理責任者となることができる要件中「直接支援の業務」の定義につ 

いて，現行では「身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障が

ある者につき，入浴，排せつ，食事その他の介護を行い，並びにその者及びその介護者

に対して介護に関する指導を行う業務」となっていますが，これに「又は日常生活にお

ける基本的な動作の指導，知識技能の付与，生活能力の向上のために必要な訓練その他

の支援を行い，並びにその訓練等を行う者に対して訓練等に関する指導を行う業務」の

記述を追加され，これらの業務も含まれることが明確となりました。 

（※平成 18年 9月 29日厚生労働省告示第 544号「指定障害福祉サービスの提供に係るサ 

ービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等」参照） 

 

３ 障害者虐待の防止，養護者に対する支援  

○ 相談支援専門員やサービス管理責任者，児童発達支援管理責任者等に対しては，常 

日から虐待防止に関する高い意識を持ち，障害者等及び養護者の支援に当たるととも 

に，虐待の早期発見と通報を行うことが求められます。 

○ 指定障害福祉サービス事業所等及び指定通所支援事業所等の設置者・管理者に対し， 

虐待防止研修の受講を徹底するとともに虐待防止委員会の設置を促す等の指導助言を



                                   資料５ 

                          H29.3.23 集団指導 

                           資料（日中活動系） 

〈 平成 29年度 制度改正の概要 〉 

                     
 

2 

 

市は継続的に行っていく考えです。 

○ 相談支援事業者が，訪問による相談支援の機会等を通じた虐待の早期発見及び市町

村との連携を行うことが非常に重要となっていきます。 

 

４ 就労継続支援Ａ型について 

平成 29年 4月から，就労継続支援Ａ型については次の点について留意する必要があり

ます。 

○ 利用者の就労の向上を図るため， 

・生産活動に係る事業の収入から必要経費を控除した額に相当する金額が，利用者に支 

払う賃金の総額以上となるようにする必要があります。 

・賃金を自立支援給付費から支払うことを原則禁止。 

・利用者が長く働きたいと希望する場合には，その希望を踏まえた就労の機会の提供を 

しなければなりません。 

○ 障害福祉計画上の必要サービス量が確保できている場合，自治体は新たに就労継続 

支援Ａ型事業所の指定をしないことができることとなります（総量規制の対象）。 

○ 就労継続支援Ａ型の新規指定時には，自立支援給付費や特定求職者雇用開発助成金

を充てなくとも，最低賃金が支払える事業計画となっているか確認し，指定後半年程 

度を目処に実地指導を実施し，事業計画に沿った生産活動の内容等になっているか確

認することとなります。 

 

◎ 厚生労働省令の改正に伴い，「旭川市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及 

び運営の基準等に関する条例」が平成 29年 4月 1日付けで改正されます。 

 これに伴い，就労継続支援Ａ型事業所の運営規程に，新たに「指定就労継続支援Ａ 

型の内容（生産活動に係るものに限る。），賃金及び（中略）工賃並びに利用者の労働 

時間及び作業時間」を規定する必要がありますので，運営規程を変更し，変更届出書 

の提出をお願いします。 

 

◎ 就労継続支援Ａ型事業所については，利用者が就労継続支援Ａ型で収益の上がらな 

い働きがいのない仕事しか提供されないのに，最低賃金が保障されるため，利用して 

いるという事例も報告されています。 

しかしながら，このような事業所を利用した結果，障害の状況が悪化し在宅に戻っ 

ているといったことも指摘されていることから，今後事業所に対して，貸借対照表や 

損益計算書，就労継続支援Ａ型のみの会計区分，生産活動の内容を事業所のホームペ 

ージに公表するよう国から通知が発出される予定ですので，その際はよろしくお願い 
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いたします（時期は未定です）。 

 

５ 権限移譲について 

平成 31年度から次の事業が都道府県知事から中核市の長へ移譲される予定です。 

○ 指定障害児通所支援事業者による業務管理体制の届出等に係る事務・権限（児童福 

祉法） 

○ 障害者総合支援法による指定障害福祉サービス事業者，指定一般相談支援事業者等 

による業務管理体制の届出等に係る事務・権限（障害者総合支援法） 

○ 指定障害児通所支援事業者の指定等に関する事務・権限 


